
総務省北陸総合通信局（局長 山田 和晴）は、国立研究開発法人情報通信研究機構（理事長 徳田 英幸）、北陸経済連合会（会長
久和 進）、北陸情報通信協議会（会長 久和 進）との共催により、平成３１年２月６日（水）と７日（木）に、「『ビジネス』を護る
サイバーセキュリティデイズ２０１９」を開催しました。

「『ビジネス』を護るサイバーセキュリティデイズ２０１９」を開催

セキュリティ人材
を育成するための

総務省からのサイバーセ
キュリティ政策の最新動向

▲総務省サイバーセキュリティ
統括官室参事官の木村公彦氏
＝サイバーセキュリティ政策の最
新動向について説明

▲ＥＹアドバイザリー・アンド・コ
ンサルティング株式会社シニア
マネージャーの森島直人氏
＝インシデント例から学ぶセキュリ
ティ対策の重要さ 〜今すぐできる
リスク評価〜 と題して講演

▲株式会社川口設計代表取締
役の川口洋氏
＝事業継続を意識したサイバーセ
キュリティ対策の実践 〜Micro 
Hardeningの活動を通して得ら
れたこと〜 と題して講演

▲２日目のセミナーの様子

写真右上は、セミナーでファシリテーターを努めた篠田陽一氏
（北陸先端科学技術大学院大学教授／内閣サイバーセキュリ
ティセンター補佐官／国立研究開発法人情報通信研究機構Ｒ
＆Ｄアドバイザー）

＝豊富な知識と経験から、各講師の専⾨的な講演内容に対して
わかりやすく補⾜説明を⾏うなど、セミナーをリードしました。

＝東京２０２０に向けたサイバーセキュリ
ティ対策 〜過去⼤会の教訓を企業で活
かす〜 と題して講演

お問い合わせ先：情報通信部電気通信事業課 ０７６－２３３－４４２１

▲１日目の「Micro Hardening」の様子

参加者は、４⼈⼀組でサイバー攻撃に
対処する能⼒を磨きました。

１日目 Micro Hardening（実践的訓練） ２日目 セミナー

「Micro Hardening」を実施し、参加者は、ゲーム感覚の実践的訓練
により、サイバー攻撃に対処する具体的な方策などの知識を深めました。
セキュリティ担当者など約４０名が参加しました。

についての説明に引き続き、サイバーセキュリティ分
野の第一人者が、経営者が把握・理解すべきサイバー
攻撃のリスクと対策について講演を行いました。「過
去の事例を教訓とする対策が有効」「リスクを把握した
上で、適切な対策が必要」「事業継続を意識しての対
策を実戦すべき」などわかりやすく解説しました。約
１００名が参加しました。

▲ＮＥＣネクサソリューションズ株式会社／
公益財団法人東京オリンピック･パラリン
ピック競技大会組織委員会の中西克彦氏


